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１ ．はじめに
　本報告は、トップマネジメントによる製品・サービスコ
ンセプト構築の背景にある行動を分析し、トップマネジメ
ントの製品・サービス開発への主体的関与の在り方の検討
を通じたプロダクトイノベーションの促進を考察する。
２ ．問題の所在
　我々は別稿（伊藤，2013，pp.82-85）において、プロダ
クトイノベーションにおける三つの相（技術相、用途相、
要求相）を分析し、日本企業においては、技術相及び要求
相におけるプロダクトイノベーション活動を用途相でのプ
ロダクトイノベーション活動に転移させることができず、
技術偏重あるいは顧客ニーズ妄信に陥っている可能性のあ
ることを指摘した。日本企業のプロダクトイノベーション
において、技術相・要求相での革新をつなぐ用途相での革
新を重視する必要のあることが見出されたのである。
　用途相での革新とは、製品を構成する、科学、技術、用
途、要求、欲求の五つの要素のうち
１
、用途を中心にした新
結合を指し、既存の製品体系を構成する用途と体系外の技
術、用途、要求との新結合を意味している（伊藤，2013，
p.84）。既存の製品体系内の用途に体系外の技術が新結合
することで、体系外の用途と結びつく可能性がもたらさ
れ、あるいは、体系内の用途に体系外の要求が新結合する
ことで、体系外の用途と結びつく可能性がもたらされる。
これらの用途間の新結合が製品の構成要素を一変させ、プ
ロダクトイノベーションの創出を促進する。この時、当該
の製品については、そのコンセプトが変革される。
　製品コンセプト
２
は、宮崎（2006，p.259）によれば、「企
業が考える価値（その製品は顧客にとって何なのか、何の
役に立つのか）を主体的に当該製品に付与した意味づけ
（概念）」であり、その変革においては、従来に無い、技術
シーズと顧客ニーズの新結合が実現するとしている。この
新結合の実現には、技術シーズの潜在的な応用先（用途）
と自らが知覚している顧客ニーズを一気に結びつけること
が必要となる（宮崎，2006，p.263）。
　一方で顧客が製品に対して持っているニーズ（要求）
は、一般に単一なものではなく、かなり大きな束を成して
おり（伊丹，1984，pp.84-85）、したがって顧客の個々の
要求に応じて、製品には複数の用途が盛り込まれることに
なる。顧客は盛り込まれた用途（の幾つか）によって、自
らの要求を充足させる。この時、用途は、個々に機能を発
揮するものではなく、必要に応じて連携し、場合によって
は分離動作が求められる（伊藤，2000，p.89）。顧客にとっ
ては、自らの欲求に基づく要求を充足させる、これらの複
数用途の体系が製品の持つ意味づけ、すなわち製品コンセ
プトになる。企業としては、製品に盛り込んだ複数用途の
体系によって、多くの、あるいは目標とする顧客の要求を
充足させることを訴求するものであり、この複数用途の体
系が製品の顧客に対する持っている意味づけ、すなわち製
品コンセプトとなる。
　プロダクトイノベーションは、こうした複数の用途の体
系によって表現される製品コンセプトの革新を意味してい
る。つまり、製品コンセプトを構成する複数用途の体系内
での用途間の新結合、あるいは、体系外の用途との新結合
を必要とする。用途相における革新が重要になってくる理
由はここにある。プロダクトイノベーションを促進する場
合、こうした用途間の新結合の可能性を見出し、これを顧
客の欲求に根差した要求に結び付けることが求められる。
しかし、顧客が持っている欲求は無数に存在するため、そ
れらのどの欲求に対応した要求を満足させれば良いのかを
事前に特定することはできない。また、すでに確立した製
品コンセプトにおいては、それを構成する複数用途の関係
づけは明白であり、敢えてこの体系を攪乱する動機は乏し
い。それでも、製品コンセプトが未熟な段階では、コンセ
プトを洗練していく必要性から、体系内の用途間の新結合
はあり得る。この場合、当該の製品コンセプトに対して
持っている顧客の意味づけに、より適合的な体系を目指し
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た調整としてのプロダクトイノベーションは生ずるが、製
品コンセプトが一定程度確立してくるとこれも生じ辛くな
る。ましてや、体系外の用途との新結合は、その必然性が
事前には認識されない。顧客の側で新たに充足すべき欲求
を特定できず、製品・サービスの開発者側にも体系外の用
途を新結合させる動機が乏しい中においてもプロダクトイ
ノベーションが生み出されるということは、顧客や開発者
とは異なる観点で、製品コンセプトを捉える主体が存在し
ていなければならないことになる（cf. 沼上，1989，p.65）。
この主体を特定し、製品コンセプトの革新を通じたプロダ
クトイノベーションを促進する要因を見定めることが、本
報告の目的となる。
３ ．製品コンセプトの創造主体
　産業社会の発展と共に、人類は様々な新奇の製品・サー
ビスを生出してきた。日本企業の生み出したイノベーショ
ンについては、発明協会が2016年に、戦後に限って一般並
びに有識者へのアンケートに基づいて105件を選出してい
る（発明協会，2016）。特に投票の多かったトップ10は、
内視鏡、インスタントラーメン、マンガ・アニメ、新幹
線、トヨタ生産方式、ウォークマン、ウォシュレット、家
庭用ゲーム機・同ソフト、発光ダイオード、ハイブリッド
車であった。これらのうち、インスタントラーメン、新幹
線、トヨタ生産方式、ウォークマンを除いては、原型とな
るモデルを改良した結果でもある。ここでは、原型モデル
が存在していないと思われる四つのイノベーションについ
て、それらの製品コンセプトを検討する。
３ － １ ．インスタントラーメン
　インスタントラーメンは、日清食品の創業者である安藤
百福が、戦中・戦後の食糧難の中で、「食」の重要性を認
識し、「衣食住というが、食が無ければ衣も住も、芸術も
文化もあったものではない」という考えを持って開発し
た。同氏は、戦後の闇市の屋台ラーメンに並ぶ長蛇の列を
見たことでラーメンの潜在需要を認識したという。当時、
政府が進めた「粉食奨励」の対象が、パンやビスケットで
あったのに対して、同氏は日本人に向いた麺類の奨励を提
案したともいう。大量生産技術が不在であった麺類製造に
おいて、「瞬間油熱乾燥法」を開発して、大量生産と保存
性を実現し、「お湯を注いで２分で食せる」簡便さという
これまでにはない用途を乾麺の製品コンセプトの体系に取
り入れることに成功した。日清食品はその後、「食足世平
（食足りて世は平らか）」を経営理念として掲げている（発
明協会，2016；NHK プロジェクト X 制作班，2002，
pp.13-14）。
３ － ２ ．新幹線
　新幹線開発の原点は、1939年の鉄道省鉄道幹線調査会答
申にある。この答申では、東京－大阪間を、当時の所要時
間７時間半を４時間半に短縮する構想であった。戦争のた
めこの構想は頓挫することになるが、新幹線開発は、この
構想に端を発している。ただし、この構想においては、蒸
気機関車で牽引することが計画されており、技術的には、
当時の蒸気機関車技術を洗練していくものであった。これ
に対して新幹線は、戦時中の航空機技術や軍事通信技術を
用いるものであり、鉄道輸送の製品コンセプトの体系外に
ある技術によって実現する用途と新結合したものであっ
た。この新結合の契機となったのは、1957年に開催された
日本国有鉄道（国鉄）鉄道技術研究所創設50周年記念講演
会であった。モータリゼーションが進展する中、鉄道の可
能性を世に訴えるものとして開催された。戦後航空機や兵
器開発が禁止されたため、日本の航空機技術者や軍事技術
者の一部が鉄道技術開発に従事していたのである。航空機
の異常振動解析技術が車体の振動を吸収する車台に、航空
機の機体設計に用いられる流体力学に基づく技術が車体設
計に、軍事用の通信技術が高速走行する列車の制御に、そ
れぞれ用途が転用されたのである。この講演に当時の国鉄
総裁であった十河信二が関心を寄せ、新幹線開発は世界銀
行からの融資を受けた一大プロジェクトとしてスタートす
る（発明協会，2016；NHKプロジェクトX制作班，2000，
pp.14-36）。
３ － ３ ．トヨタ生産方式
３
　「トヨタ生産方式は「ジャスト・イン・タイム」と「自
働化」を２本柱とした経営思想である」という。ジャス
ト・イン・タイムはトヨタ自動車創業者豊田喜一郎の生産
コンセプトであり、自働化は喜一郎の父である豊田佐吉の
自働織機開発の基本的な製品コンセプトであった。1950年
の喜一郎の死後、その子であり後の社長である豊田英二
は、二つのコンセプトを引き継ぎ、その指示により工場長
であった大野耐一（後の副社長）がこれらを新結合したト
ヨタ生産方式を確立する。大野は、米国のロッキード社が
ジェット機の組み付け工程にスーパーマーケット方式を採
用したことに触発され、トヨタ生産方式にも取り入れ、後
に「看板方式」として呼ばれるようになる（発明協会，
2016；トヨタ自動車，2017）。
３ － ４ ．ウォークマン
　ソニーのウォークマンが開発される契機は、同社創業者
である井深大の海外出張にある。同氏は、海外出張の際に
機内でヘッドホンを使ってステレオ音楽を聴くのを好んだ
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という。当時のステレオ再生可能なテープレコーダーは、
重く大きく不便であり、そのため、1978年に製品化されて
いた手のひらサイズの小型モノラルタイプテープレコー
ダー「プレスマン」に、録音機能を外してステレオ回路を
搭載する改造を要望したのであった。この改造機を気に
入った井深は、当時会長の盛田昭夫に対して「歩きながら
聴けるステレオのカセットプレーヤーがあったらいいと思
うんだが」と問い掛け、同じ改造機を使った盛田も賛同
し、製品化が始まった。これとは別に開発の進められてい
た超軽量・小型ヘッドホン「H・AIR（ヘアー）」の情報を
持っていた井深が、本体より大きいヘッドホンの問題を解
決した（ソニー，2017）。
３ - ５ ．製品コンセプト創造における経営者の関与
　これらのプロダクトイノベーションの事例が物語ること
は、プロダクトイノベーションを導く製品コンセプトの革
新において、いずれも経営者が主体的な役割を果たしてい
ることである。インスタントラーメンにおいては、開発者
であり創業者である安藤の「食」に対する痛烈な原体験に
基づいて製品コンセプトが創造されている。新幹線におい
ては、航空機や軍事通信技術を専門とする開発技術者が主
体的に鉄道の製品コンセプトに体系外の技術を応用した用
途を新結合させるものの、これを支持し、国や世界銀行に
働き掛けたのは国鉄総裁であった十河である。働き掛けの
過程では、新幹線のコンセプトを自らのものとして語った
ものと思われる。トヨタ生産方式については、二人の創業
者、豊田自動織機の豊田佐吉とトヨタ自動車の豊田喜一郎
の創造したコンセプトを、それを引き継いだ豊田英二が昇
華させ、その指示に基づき大野が具体化した。ウォークマ
ンでは、創業者である井深の発想に、同じく創業者の盛田
が共感したところに開発の契機を見出せるのである。
　このように、プロダクトイノベーションにつながる製品
コンセプトの革新においては、経営者が主体的に関わるこ
とが共通して見て取れる特徴と言えるだろう。インスタン
トラーメンやウォークマンの事例に見られるように、経営
者が顧客の立場に近い場合もあるが、これらの事例では同
時に、開発技術者としての側面も持っている。トヨタ生産
方式では、経営者が創造したコンセプトを引き継いだ後の
経営者がそれらを新結合している。新幹線では開発技術者
の創造した製品コンセプトを選択し、主体的に国や世界銀
行に働き掛けている。
４ ．経営者の機能と製品コンセプトの創造
　清水（1990，pp.185-205）によれば、経営者の機能に
は、将来構想の構築、戦略的意思決定、執行管理の三つが
あるという。将来構想は、自社を取巻く10年、20年といっ
た長期の環境変化を洞察し、自社のあるべき姿を想定する
こととされる（清水，1990，p.186）。そのためには、自社
が将来的に社会においてどのような役割を果たしているか
（事業目的）を見定めなければならない。社会における自
社の果たすべき役割は、洞察された企業環境に応じて無数
に存在し得るため、経営者の哲学と企業文化の積集合とし
て捉えられる経営理念（清水，1992，p.4）に基づいて選
択される必要がある。一方、将来構想で想定される自社の
あるべき姿は、企業が社会に対して何（製品・サービス）
を提供していこうとするのかの構想でもある。こうした構
想が存在するが故に、具体的な製品コンセプトの創造が促
進されると考えられる。
５ ．実　証
　ここまでの考察に基づき、我々は、経営者の製品コンセ
プト創造を促進する以下のようなパス解析モデルを構築す
ることができる。モデルにおいては、製品コンセプトの創
造が、結果的に新製品開発を促し、新製品による売上高を
向上させるものと仮定している。本報告では、このモデル
について、日本企業を対象にしたアンケート調査によって
収集したデータを用いて、各変数間の影響関係を推定し、
モデルの確からしさを実証したい。
　アンケート調査は、日本の上場企業（全上場場部）のう
ち、直近３年間で研究開発費を投じている企業を対象に質
問票を送付した。我々がこれまでに行ったアンケート調査
では、約５％の回答率であり、対象企業は約2000社である
ため、回答企業は約100社になる。しかしながら統計的な
者であり創業者である安藤の「食」に対する痛烈な原体験
に基づいて製品コンセプトが創造されている。新幹線にお
いては、航空機や軍事通信技術を専門とする開発技術者が
主体的に鉄道の製品コンセプトに体系外の技術を応用し
た用途を新結合させるものの、これを支持し、国や世界銀
行に働き掛けたのは国鉄総裁であった十河である。働き掛
けの過程では、新幹線のコンセプトを自らのものとして語
ったものと思われる。トヨタ生産方式については、二人の
創業者、豊田自動織機の豊田佐吉とトヨタ自動車の豊田喜
一郎の創造したコンセプトを、それを引き継いだ豊田英二
が昇華させ、その指示に基づき大野が具体化した。ウォー
クマンでは、創業者である井深の発想に、同じく創業者の
盛田が共感したところに開発の契機を見出せるのである。 
このように、プロダクトイノベーションにつながる製品
コンセプトの革新においては、経営者が主体的に関わるこ
とが共通して見て取れる特徴と言えるだろう。インスタン
トラーメンやウォークマンの事例に見られるように、経営
者が顧客の立場に近い場合もあるが、これらの事例では同
時に、開発技術者としての側面も持っている。トヨタ生産
方式では、経営者が創造したコンセプトを引き継いだ経営
者がそれらを新結合している。新幹線では開発技術者の創
造した製品コンセプトを選択し、主体的に国や世界銀行に
働き掛けている。 
4．経営者の機能と製品コンセプトの創造 
清水（1990, pp.185-205）によれば、経営者の機能には、
将来構想の構築、戦略的意思決定、執行管理の三つがある
という。将来構想は、自社を取巻
く 10年、20年といった長期の環
境変化を洞察し、自社のあるべき
姿を想定することと る（清水, 
1990, p.186）。そのためには、自
社が将来的に社会においてどのよ
うな役割を果たしているか（事業
目的）を見定めなければならない。
社会における自社の果たすべき役
割は、洞察された企業環境に応じ
て無数に存在し得るため、経営者
の哲学と企業文化の積集合として
捉えられる経営理念（清水, 1992, 
p.4）に基づいて選択される必要が
ある。一方、将来構想で想定され
る自社のあるべき姿は、企業が社
会に対して何（製品・サービス）
を提供していこうとするのかの構
想でもある。こうした構想が存在するが故に、具体的な製
品コンセプトの創造が促進されると考えられる。 
5．実証 
ここまでの考察に基づき、我々は、経営者の製品コンセ
プト創造を促進する以下のようなパス解析モデルを構築
することができる。モデルにおいては、製品コンセプトの
創造が、結果的に新製品開発を促し、新製品による売上高
を向上させるものと仮定している。本報告では、このモデ
ルについて、日本企業を対象にしたアンケート調査によっ
て収集したデータを用いて、各変数間の影響関係を推定し、
モデルの確からしさを実証したい。 
アンケート調査は、日本の上場企業（全上場場部）のう
ち、直近 3年間で研究開発費を投じている企業を対象に質
問票を送付した。我々がこれまでに行ったアンケート調査
では、約 5％の回答率であり、対象企業は約 2000 社であ
るため、回答企業は約 100社になる。しかしながら統計的
な解析を行うには、サンプル数が小さいため、本報告では、
2013年から 2016年に行った過去 4か年のデータをプール
して分析する4。調査対象企業数（回答企業数）は、2013
年 2031社（93社）、2014年 2025社（105社）、2015年
1983社（110社）、2016年 2059社（99社）で、合計 8098
社（407社）である。分析に当たり、調査時点での環境要
因の相違が回答に及ぼす影響を考慮するため、年次を変数
として追加して各変数間の関係を 2元配置の分散分析によ
り分析したところ、いずれの変数間の関係においても、年
次は有意とはならず、年次の影響は無視できることが分か
った5。また、4年間の調査において、2回回答している企
業は 53社、3回 15社、4回 6社
であった。重複して回答している
企業についても、それぞれの時点
での回答であることから、異なる
サンプルとして取扱っている。パ
ス解析の分析は、 IBM 社の
AMOSを利用した。欠損地のある
ケースについては、AMOSの欠損
地処理に基づきサンプルとして
取扱っている。 
分析の結果は左のとおりであ
る。なお、被説明変数に付加され
る誤差変数の記載は省略してい
る。モデルの推定結果に対するχ
二乗検定有意確率は、0.054 であ
り、有意水準を 5％する場合には
有意にはならず、モデルが現実と
かけ離れているとは言えないことを示している。CFI は
0.988、RMSEA は 0.051 であり、いずれもモデルの適合
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者であり創業者である安藤の「食」に対する痛烈な原体験
に基づいて製品コンセプトが創造されている。新幹線にお
いては、航空機や軍事通信技術を専門とする開発技術者が
主体的に鉄道の製品コンセプトに体系外の技術を応用し
た用途を新結合させるものの、これを支持し、国や世界銀
行に働き掛けたのは国鉄総裁であった十河である。働き掛
けの過程では、新幹線のコンセプトを自らのものとして語
ったものと思われる。トヨタ生産方式については、二人の
創業者、豊田自動織機の豊田佐吉とトヨタ自動車の豊田喜
一郎の創造したコンセプトを、それを引き継いだ豊田英二
が昇華させ、その指示に基づき大野が具体化した。ウォー
クマンでは、創業者である井深の発想に、同じく創業者の
盛田が共感したところに開発の契機を見出せるのである。 
このように、プロダクトイノベーションにつながる製品
コンセプトの革新においては、経営者が主体的に関わるこ
とが共通して見て取れる特徴と言えるだろう。インスタン
トラーメンやウォークマンの事例に見られるように、経営
者が顧客の立場に近い場合もあるが、これらの事例では同
時に、開発技術者としての側面も持っている。トヨタ生産
方式では、経営者が創造したコンセプトを引き継いだ経営
者がそれらを新結合している。新幹線では開発技術者の創
造した製品コンセプトを選択し、主体的に国や世界銀行に
働き掛けている。 
4．経営者の機能と製品コンセプトの創造 
清水（1990, pp.185-205）によれば、経営者の機能には、
将来構想の構築、戦略的意思決定、執行管理の三つがある
という。将来構想は、自社を取巻
く 10年、20年といった長期の環
境変化を洞察し、自社のあるべき
姿を想定することとされる（清水, 
1990, p.186）。そのためには、自
社が将来的に社会においてどのよ
うな役割を果たしているか（事業
目的）を見定めなければならない。
社会における自社の果たすべき役
割は、洞察された企業環境に応じ
て無数に存在し得るため、経営者
の哲学と企業文化の積集合として
捉えられる経営理念（清水, 1992, 
p.4）に基づいて選択される必要が
ある。一方、将来構想で想定され
る自社のあるべき姿は、企業が社
会に対して何（製品・サービス）
を提供していこうとするのかの構
想でもある。こうした構想が存在するが故に、具体的な製
品コンセプトの創造が促進されると考えられる。 
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を向上させるものと仮定している。本報告では、このモデ
ルについて、日本企業を対象にしたアンケート調査によっ
て収集したデータを用いて、各変数間の影響関係を推定し、
モデルの確からしさを実証したい。 
アンケート調査は、日本の上場企業（全上場場部）のう
ち、直近 3年間で研究開発費を投じている企業を対象に質
問票を送付した。我々がこれまでに行ったアンケート調査
では、約 5％の回答率であり、対象企業は約 2000 社であ
るため、回答企業は約 100社になる。しかしながら統計的
な解析を行うには、サンプル数が小さいため、本報告では、
2013年から 2016年に行った過去 4か年のデータをプール
して分析する4。調査対象企業数（回答企業数）は、2013
年 2031社（93社）、2014年 2025社（105社）、2015年
1983社（110社）、2016年 2059社（99社）で、合計 8098
社（407社）である。分析に当たり、調査時点での環境要
因の相違が回答に及ぼす影響を考慮するため、年次を変数
として追加して各変数間の関係を 2元配置の分散分析によ
り分析したところ、いずれの変数間の関係においても、年
次は有意とはならず、年次の影響は無視できることが分か
った5。また、4年間の調査において、2回回答している企
業は 53社、3回 15社、4回 6社
であった。重複して回答している
企業についても、それぞれの時点
での回答であることから、異なる
サンプルとして取扱っている。パ
ス解析の分析は、 IBM 社の
AMOSを利用した。欠損地のある
ケースについては、AMOSの欠損
地処理に基づきサンプルとして
取扱っている。 
分析の結果は左のとおりであ
る。なお、被説明変数に付加され
る誤差変数の記載は省略してい
る。モデルの推定結果に対するχ
二乗検定有意確率は、0.054 であ
り、有意水準を 5％する場合には
有意にはならず、モデルが現実と
かけ離れているとは言えないことを示している。CFI は
0.988、RMSEA は 0.051 であり、いずれもモデルの適合
図表 2：モデル 図表 1：実証結果
経営理念の明確化
事業⽬的の明確化
将来構想構築
コンセプト創造
新製品⽐率
経営理念の明確化
事業⽬的の明確化
将来構想構築
コンセプト創造
新製品⽐率
0.65
0.63
0.54
0.17
図表１：実証結果 図表２：モデル
90 AIBSジャーナル　No.11
解析を行うには、サンプル数が小さいため、本報告では、
2013年から2016年に行った過去４か年のデータをプールし
て分析する
４
。調査対象企業数（回答企業数）は、2013年
2031社（93社）、2014年2025社（105社）、2015年1983社
（110社）、2016年2059社（99社）で、合計8098社（407社）
である。分析に当たり、調査時点での環境要因の相違が回
答に及ぼす影響を考慮するため、年次を変数として追加し
て各変数間の関係を２元配置の分散分析により分析したと
ころ、いずれの変数間の関係においても、年次は有意とは
ならず、年次の影響は無視できることが分かった
５
。また、
４年間の調査において、２回回答している企業は53社、３
回15社、４回６社であった。重複して回答している企業に
ついても、それぞれの時点での回答であることから、異な
るサンプルとして取扱っている。パス解析の分析は、IBM
社の AMOS を利用した。欠損値のあるケースについて
は、AMOS の欠損地処理に基づきサンプルとして取扱っ
ている。
　分析の結果は図表１のとおりである。なお、被説明変数
に付加される誤差変数の記載は省略している。モデルの推
定結果に対するχ二乗検定有意確率は、0.054であり、有
意水準５％では有意とはならず、モデルが現実とかけ離れ
ているとは言えないことを示している。CFI は0.988、
RMSEA は0.051であり、いずれもモデルの適合度は一定
程度あるものと考えられる。また、推定された変数間の因
果係数の値は、標準化係数で示しているが、標準化係数の
場合、絶対値で最大１であることから、コンセプト創造ま
では因果関係も強いことが分かる。また因果係数につい
て、係数値＝０を帰無仮説とする検定を行ったところ、す
べての係数について有意水準５％で有意となった。
６ ．考　察
　実証結果を見ると、想定したとおりに、経営理念の明確
化→事業目的の明確化→将来構想構築→コンセプト創造と
いう道筋の妥当性が示された。少なくともコンセプト創造
という観点からは、経営者が自らの哲学と企業文化を考慮
した経営理念を打ち立てることが起点になっていることが
分かる。時代を画する製品やサービスを生み出してきた日
本企業の当時の経営者において、明確な経営理念を持ち、
自社の事業目的や将来構想を打ち出していることは、事例
においても明らかである。そして、アップルやアマゾン、
グーグルといった米国企業においても、強烈な個性を持っ
た経営者が新奇な製品コンセプトを創造しており、日本企
業に限らず、理念・目的・構想・コンセプトという道筋
は、あてはまるように思われる。ただし、製品コンセプト
の創造から新製品比率への因果係数の値は、有意差がある
ものの必ずしも大きくはなく、そこにはコンセプトに依ら
ない影響源のあることも示唆されている。
７ ．おわりに
　本報告では、日本企業におけるプロダクトイノベーショ
ンの創出に対する経営者の主体的な関与の在り方を、事例
に基づく分析から導き出し、これを実証的に分析してき
た。日本企業においては、経営者が自らの哲学と企業文化
を考慮した経営理念を明確化し、理念に基づく自社の事業
目的の確立と将来構想の構築を図ることで、経営者の製品
コンセプト創造が促進されることが分かった。こうした関
与の在り方は、日本企業のみならず一般化し得るものであ
ることも指摘された。製品コンセプトの創造以外に、新製
品比率を向上させる要因が存在することも想定されるが、
どういった要因が存在するのかについては、今後の研究課
題としたい。また、４年間の異なるアンケート調査データ
をプールして分析することいついては、慎重な検討を要す
るが、これについても今後の課題としたい。
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註
１）	本報告では、欲求をウォンツに対応する用語として、
要求をニーズに対応する用語として扱う。
２）	本報告では、製品という用語において、物財のみでは
なくサービスも包含している。
91トップマネジメントの コンセプト構築とその背景
３）	プロセスイノベーションに該当するが、複数用途の体
系において革新が生じている範囲で、プロダクトイノ
ベーションと同様に取り扱う。
４）	過去４回の調査では、同一の質問を設定している。各
設問は以下のとおりであり、それぞれ６点尺度で聞いて
いる。
（経営理念の明確化）
「貴社のトップマネジメントは企業経営や研究開発活動
に関わる重要な価値を明示したステートメントである理
念を社内外に表明していますか。」、選択肢１「全く表明
していない」、選択肢６「詳細に表明している」
（事業目的の明確化）
「貴社のトップマネジメントは事業活動や研究開発活動
によって何を実現しようとするのかを表した事業目的・
研究開発目的を社内外に表明していますか。」、選択肢１
「全く表明していない」、選択肢６「詳細に表明してい
る」
（将来構想の構築）
「貴社のトップマネジメントは将来（例えば10年先の）
事業の構想を自ら構築し表明していますか。」、選択肢１
「全く表明していない」、選択肢６「将来事業を個別に、
明確に特定し、表明している」
（コンセプト創造）
「貴社のトップマネジメントは従来にないユニークな製
品・サービスで新たな市場を切り拓く製品・サービスコ
ンセプトを構築していますか。」、選択肢１「新しい市場
創造につながるようなコンセプトは全く構築していな
い」、選択肢６「市場を創造するようなコンセプトを非
常に積極的に構築している」
（新製品比率）
「Ⅸ－５	 貴社が過去５年間に開発した新製品・サービ
スの現在の売上高は、貴社の全売上高のどの程度の割合
を占めていますか。」、選択肢１「10％未満」、選択肢６
「30％以上」、５％刻み。
５）	例えば、事業目的の明確化に対する経営理念の明確化
の影響を検討する際に、年次を変数として２元配置分散
分析を行った。要因である経営理念の有意差を５％有意
水準で確認すると共に、年次、及び経営理念の明確化と
年次の交互作用について有意差を確認できなかった。他
の変数についても同様に分析を行い、同様な結果を得
た。
